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1. 背景と目的 

東日本大震災は東北地方に壊滅的な被害をもたらし、

その経済被害は日本全国にまでに波及した。内閣府を

中心とした国の行政機関は建物や道路・港湾などの物

理的被害額を計測し、16兆 9,000億円と推計している。

しかし、東日本大震災による被害の復興事業に5年間で

19兆円という莫大な予算が東北地方を中心に投下され

ることが決定され、その事業が現在進行中である。特に

土木・建築事業の予算の流れを明らかにする。また、経

済波及効果を産業連関分析を用いて推計し、そのケイ

ンズ効果を明らかにすることを目的とする。 

2. 分析方法とデータ収集 

震災復興事業予算は 5年間 19兆円、10年間 23兆

円を目標に、H23第 1次補正～第 4次補正、H24復興

会計予算など、数回に分けて配分されている。（平成 25

年度では 25兆円まで膨張している）このうち原子力関係

や瓦礫処理などを除く多くの復興予算 9兆円は H23年

第 3次補正予算で手当てされた。うち、被災地に直接投

資される予算は６兆円程度、さらに地方自治体に配分さ

れる復興交付金、復興交付税は約 5割の 3兆円程度で

ある。地方の社会資本整備に残りの 5割の3兆円が直接

投資されるがその約 5割 1.64兆円が、国土交通省によ

る直轄の復興事業である。本研究は復興事業によるい

わゆるケインズ効果を計測するのだが、その全ての情報

を入手するのは不可能であるため、ここでは国土交通省

に配分された 1.64兆円の波及経済効果を推計し、復興

バブルと言われる仙台の好景気を分析する。従って本

研究では、総務省より平成２３年度一般会計歳入歳出予

算補正（第３号）より国土交通省配分の復興事業費を扱

い、その詳細が表 1に示されている。また、表１は本研究

が使用する復興事業費である。 

表－１ 平成２３年度第三次補正予算復興事業費 

 

3. 地域間産業連関分析について 

本研究では経済復興の波及についての試算にあたり、

国土交通省が公表している平成１７年の産業連関表を

使用する。ここで、復興事業費が多い治水、道路関係公

共事業、災害復旧等事業費の３事業の波及を重点に置

き、その中で４９部門の中から需要が多い１０部門の数値

から分析を行う。本研究の地域間産業連関表による地

域間逆行列表は [I-{T-M(TA)*}]-1  の形を採用した。

Mは輸入係数、Aは投入係数、T は地域間交易係数。 

4. 波及効果の推計 

１）建設事業の技術や材料は地域や年度によって大

きく変わらないと仮定して、ここでは前記の東日本大震

災関係経費（復興事業費）を国土交通省が作成した平

成 17年建設部門分析用産業連関表の建設部門取引額

表（全国表）の工事種類の部門別に分類する。 

２）分類した工事部門別事業費に各産業部門ごとの投入

係数にかけて、様々な産業部門に生じる最終需要(F)が

求めることができる。表２は本研究で扱った復
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興３事業のうち治水事業を例として、その事業から各産

業部門へ生じる最終需要を示したものである。 

         表２ 治水事業から生じる最終需要 

 

直接効果によ

り建設労働者

が受け取った

所得と第一次

生産誘発で部

門が波及した

ことにより、雇

用者の所得が

増え、その雇

用者が購入した額が表－３に示されている。                    

表－３ ３事業の第一次消費支出額 

 

次が第二次波及効果である。第一次波及効果により

雇用者の所得が増えその雇用者が消費した結果がこの

表である。どの事業も消費している部門は一致のためま

とめている。不動産が多いのは震災の影響で不動産の

需要が増えたためであると考える。 

表－４ ３事業の第二次消費支出額 

 

次が第三次波及効果となる。最後の表で第三次の生産

が誘発された結果により、雇用者の所得が増え、その所

得を持った雇用者が消費する部門がどのくらい消費して

いるか推計できる。最終的には各部門の必要とされてい

る部門は同じとなっている。 

表４．３事業の第三次消費支出額 

 

５．結論 

最初の事業費がいくらで、それによってどれだけの生産

や消費が増えたかを数字で書き、考察を述べる。支部用

原稿も同様。治水事業は約５６０億円、道路関係事業は

約２１００億円、災害事業は約１兆１９００億円の事業費か

ら波及していき、雇用者の消費から部門の生産が各事

業１倍から１．５倍需要が増加していくのが推計された。

また、震災の影響で被害を受け、事業費が多い３事業の

結果を推計していくことで、最終的に必要とされている部

門が限られているのが分かった。不動産、その他のサー

ビス、商業、食料品、運輸、金融・保険、医療・保健・社

会保障、通信・放送、電力・ガス・水道・廃棄物処理、石

油・石炭製品、農林水産業の１１部門を雇用者が必要と

しているのが分かった。震災で雇用者が被災地（仕事場）

の近くに引越しを強いられたり、その土地に住めなくて

引っ越す場合に需要が増加したため上位になっている

のではないかと考えられる。またそれに関連して、運輸、

石油・石炭が増えたのではないかと考えられる。また、震

災の意識から食料品を買い込んだり、保険の需要が多く

なったり、通信・放送の需要が増えたのではないかと考

えられる。結論としては事業別にしても必要とされる部門

は一緒であると言える。 

部門名 治     水
その他の対事業所サービス 6,373
セメント・生コンクリート 3,085
商業 2,914
運輸 2,745
セメント製品 1,794
砂利・砕石 1,622
建設・建築用金属製品 1,574
物品賃貸業 1,390
金融・保険 1,315
鉄鋼・鉄鋼製品 945
その他の合計 6,162
治水合計 29,917
道 路 関 係公 共 事 業合計 112,679
災 害 復 旧合計 640,692
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